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 本共同研究では、コンクリート舗装の維持修繕工法の改善を目的に、3 つの WG を設置し検

討を実施しており、本報告書は、その中のひとつの WG である「早期交通開放技術の改善」に

て実施した結果を取りまとめたものである。 
 コンクリート舗装に用いるセメント系材料は、所定の強度に達するまで、ある程度の養生期

間が必要となる。そのため、コンクリート舗装の打ち換えなどの修繕に用いる場合、養生期間

確保のために長期間の交通規制が必要となり、打ち換えなどの修繕が実施できない場合がある。 
 そこで、本 WG ではコンクリート舗装の打ち換えなどの修繕時に養生期間がこれまでより短

く、早期交通開放可能な工法を提案することを目的に、既存の速硬性材料・工法をコンクリー

ト舗装の打ち換えや局部打ち換えなどの修繕工法への適用性について検討した。 
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1. はじめに 

1.1 背景と研究目的 

 アスファルト舗装に比べ耐久性の高いコンクリート舗装を採用することで、舗装の長寿命化が図れ、維持

修繕工事頻度の削減、ライフサイクルコストの縮減が期待されている。しかし、道路管理者からは、盛土部

等への適用性や、破損した場合の維持修繕方法等について懸念があり、コンクリート舗装の採用が進んでい

ない。 

 コンクリート舗装の維持修繕時における懸念事項の一つに養生時間の確保が挙げられる。これは、コンク

リートに用いるセメント系材料は、水和反応により強度発現するため、所定の強度に達するまで、ある程度

の養生期間が必要となる。そのため、コンクリート舗装の打ち換えなどの修繕に用いる場合、養生期間確保

のために長期間の交通規制が必要となり、打ち換えなどの修繕が実施できない場合がある。 

 このような背景のもと、本共同研究ではコンクリート舗装の打ち換えなどの修繕時に養生期間がこれまで

より短く、早期交通開放可能な工法を提案することを目的に、既存の速硬性材料、工法をコンクリート舗装

の打ち換え、局部打ち換えなどの舗装の修繕に適用できるよう検討を実施した。 

 なお、本報告書で用いる、「早期交通開放」であるが、所定の強度に達するまでの養生期間を 1 日以内、施

工規模にもよるが養生期間に通常の施工期間を加えて、既存舗装版の切削、撤去など準備から修繕による打

設、修繕後の復旧まで含めて、全施工工程が 2～3 日程度で完了すること、とした。 

 また、本研究は、「コンクリート舗装の維持修繕工法の改善に関する共同研究」の中の一つの WG「早期交

通開放技術の改善（早期交通開放 WG）」で実施したものである。 

 

1.2 共同研究体制 

 共同研究は、修繕工法 WG、維持工法 WG、早期交通開放 WG の 3WG を設置し、2016 年 3 月～2019 年 3

月まで実施した。本 WG である早期交通開放 WG の参加者を表-1.2.1～表-1.2.3に示す。 

表-1.2.1 共同研究参加者（土木研究所）（早期交通開放WG） 

機 関 氏  名 所属・役職 参加期間 

(国研)土木

研究所 

久保 和幸 近畿地方整備局大阪国道事務所長 
（元土木研究所 道路技術研究グループ） 

2016.3～16.3 

藪 雅行 道路技術研究グループ  舗装チーム  上席研究員 2016.4～19.3 

渡邉 一弘 国土技術政策総合研究所 道路構造物研究部 道路基盤研

究室長（元土木研究所 道路技術研究グループ） 
2016.3～18.3 

岩永 真和 道路技術研究グループ  舗装チーム  主任研究員 2016.3～19.3 

若林 由弥 国土交通省 大臣官房 技術調査課 建設システム管理企

画室（元土木研究所 道路技術研究グループ） 
2016.3～18.3 

高木 亮一 ㈱安藤・間（元土木研究所 交流研究員） 2016.3～16.3 

松本 健一 ㈱太平洋コンサルタント（元土木研究所 交流研究員） 2016.4～17.3 

内田 雅隆 道路技術研究グループ  舗装チーム  交流研究員 2017.4～19.3 
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表-1.2.2 共同研究参加者（指定機関）（早期交通開放WG） 

機 関 氏  名 所属・役職 参加期間 
(学)東京農

業大学 
小梁川 雅 地域環境科学部 生産環境工学科 教授 2016.3～19.3 

石川工業高

等専門学校 
西澤 辰男 環境都市工学科 教授 2016.3～19.3 

（学）北海

道科学大学 
亀山 修一 工学部 都市環境学科 教授 2016.3～19.3 

(一社)セメ

ント協会 

佐藤 智泰 研究所 コンクリート研究グループ グループリーダー 2016.3～17.3 

小宮山 慎一郎 普及部門統括リーダー 2016.3～19.3 

吉本 徹 
普及部門 リーダー（需要開拓、普及活動担当） 

研究所 コンクリート研究グループ グループリーダー 

2016.3～17.3 

2017.3～19.3 

島崎 泰 普及部門 リーダー（需要開拓、普及活動担当） 2016.3～18.3 

佐々木 健一 
普及部門 リーダー（需要開拓、普及活動担当） 

研究所 コンクリート研究グループ 主任研究員 
2018.3～19.3 

泉尾 英文 研究所 コンクリート研究グループ 研究員 2016.3～19.3 

瀧波 勇人 研究所 コンクリート研究グループ 研究員 2016.3～19.3 

伊藤 孝文 研究所 コンクリート研究グループ 研究員 2017.3～19.3 

 
  



3 
 

表-1.2.3 共同研究参加者（公募機関）（早期交通開放WG） 

機 関 氏  名 所属・役職 参加期間 

太平洋セメ

ント(株) 

梶尾 聡 第 2 研究部 コンクリート舗装技術チーム リーダー 2016.4～19.3 

杉山 彰徳 第 2 研究部 建設マテリアルチーム リーダー 2016.4～17.4 

肥後 康秀 第 2 研究部 建設マテリアルチーム リーダー 2016.4～19.3 

兵頭 彦次 
中央研究所 第 2 研究部 コンクリート舗装技術チーム 

 主任研究員 
2016.4～19.3 

久我 比呂氏 元 中央研究所 第 2 研究部 建設マテリアルチーム  
主任研究員 2016.4～17.10 

浜中 昭徳 
元 中央研究所 第 2 研究部 建設マテリアルチーム  

主任研究員 
2016.4～18.3 

岸良  竜 
中央研究所 第 2 研究部 コンクリート舗装技術チーム 

 主任研究員 
2018.3～19.3 

丸田 浩 中央研究所 第2研究部 建設マテリアルチーム 研究員 2018.3～19.3 

太平洋マテ

リアル㈱ 

杉山 彰徳 開発研究所 土木・混和材料グループ 主席研究員 2017.4～19.3 

郭 度連 
元 開発研究所 土木・混和材料グループ  

副主席研究員 
2016.4～17.8 

長塩 靖祐 開発研究所 土木・混和材料グループ 副主席研究員 2017.8～19.3 

中田 和秀 開発研究所 土木・混和材料グループ 研究員 2017.5～19.1 

岡田 明也 開発研究所 土木・混和材料グループ 研究員 2018.4～19.3 

日本道路

(株) 

中原 大磯 生産技術本部 技術研究所 所長 2016.4～19.3 

弓木 宏之 生産技術本部 技術部 課長 2016.4～19.3 

藤井 洋志 生産技術本部 技術研究所 研究員 2016.4～19.3 

（2019 年 3 月現在） 

 

 

  



4 
 

1.3 研究概要 

1.3.1 検討した早期交通開放技術・工法 

 検討した早期交通開放技術は、表-1.3.1に示す共同研究に参加している会社の 3 技術とした。打替え、局

部打替え用に 1DAY PAVE、速硬コンクリート（Facet® Concrete）（以下、FC）、薄層オーバーレイ用にラ

テックス改質速硬コンクリート（Latex Modified Facet® Concrete）（以下、LMFC®）の 3 技術を検討した。

以下に、3 技術の特徴を示す。 

 

（1） 1DAY PAVE 

 1DAY PAVE は、汎用材料を用い材齢 1 日以内の養生期間で交通開放可能となるコンクリート舗装である。

1DAY PAVE は、早強ポルトランドセメントを使用し、水セメント比を 35％程度に小さくするとともに高性

能 AE 減水剤を使用することで、強度発現性を高めつつ、高い流動性と高い材料分離抵抗性を有している。 
 2018 年 12 月現在、1DAY PAVE の試験施工も含めた施工実績は、約 5 万m2であり、認知度の向上とと

もに 1DAY PAVE は一定の活用がなされている。 

 

（2） 速硬コンクリート（FC） 

FC は、速硬性混和材を使用し、材齢 6～12 時間で 24N/mm2以上の圧縮強度を発現可能な速硬性を有す

るコンクリートである。専用の移動式プラントを使用せずに現場で製造可能であり、これまで高速道路の伸

縮装置の取替えや部分補修、打替えなど、早期の強度発現性が求められる箇所の補修を中心に適用されてい

る。 

 

（3） ラテックス改質速硬コンクリート（LMFC®） 

LMFC®は、速硬性混和材を使用し FC と同様に材齢 6～12 時間で 24N/mm2以上の圧縮強度を発現可能な

速硬性を有するポリマーセメントコンクリートである。さらに、ラテックス改質コンクリート用混和材を使

用しているため、水や塩化物イオンなどの劣化因子の浸入抵抗性が高く、既設コンクリートとの付着性に優

れている。プレミックス材料（フレキシブルコンテナパック）をコンパクトミキサで練り混ぜることで、現

場での製造が可能である。LMFC®の適用事例としては、橋面舗装の補修工事への適用があるが、その実績

はまだ少ないのが現状である。 

1.3.2 各技術の課題と検討項目 

表-1.3.1 本研究で検討した早期交通開放技術 

名称 実施会社 用途 

1DAY PAVE セメント協会 打ち換え、局部打ち換え用 

速硬コンクリート（FC） 太平洋セメント㈱ 
太平洋マテリアル㈱ 

日本道路㈱ 

打ち換え、局部打ち換え用 

ラテックス改質 
速硬コンクリート（LMFC®） 薄層オーバーレイ用 
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 今回検討した 3 技術は、上述の通り既に材料開発はされているが、コンクリート舗装に対する適用性につ

いては課題もある。詳細は 2～4 章に記載するが、本共同研究で検討した各技術の課題、検討項目の概要を

以下に示す。 

（1） 1DAY PAVE 

【課題】 

・高粉体量による粘性が高いため、通常の JIS 舗装コンとは粗面仕上げ時期が異なること。 

・1DAY PAVE のすべり抵抗性を向上させるための、適した粗面仕上げ方法が未確立なこと。 

・ほうきの種類、養生剤有無などの異なる粗面仕上げ方法により形成した路面とすべり抵抗性及び車両通行

によるすべり抵抗性の持続性が不明確であること。 
【検討項目】 

・適切な粗面仕上げ時期を判断するための、コンクリート表面硬さと粗面仕上げ時期及びすべり抵抗性の関

係性。 

・マイクロテクスチャがすべり抵抗性に与える影響。 

・配合の違いがすべり抵抗性に与える影響と、すべり抵抗性の向上を目的とした骨材露出工法の適用性。 

・ほうきの種類、養生剤有無など異なる粗面仕上げ方法により形成した路面とすべり抵抗性及び車両通行に

よるすべり抵抗性の持続性。 

 
（2） FC、LMFC® 

【課題】 

・舗装用途での適用実績が少なく、車両走行によるすべり抵抗性や平たん性などの路面性状や疲労耐久性な

どが不明確であること。 
【検討項目】 

・車両走行によるすべり抵抗性、平たん性などの路面性状の把握（FC、LMFC®）。 

・車両走行による既設コンクリートとの付着性能の把握（LMFC®）。 
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1.4 本報告書の構成 

 本報告書の内容は以下のとおりである。 

 2 章では、「1DAY PAVE を⽤いた早期交通開放技術の改善」について記載した。1DAY PAVE の特徴、舗

装走行実験場での試験施工では、施工性の確認及びすべり抵抗性を改善するために、配合面では単位粗骨材

かさ容積の量、仕上げ補助剤の種類、施工面では箒目の仕上げタイミングを調整することで、すべり抵抗性

の改善を検討した。 

 3 章では、「速硬コンクリート（FC）を用いた早期交通開放技術」について記載した。FC の特徴を示した

うえで、舗装走行実験場での試験施工では、施工性の確認及び荷重車走行による供用性を検討した結果を示

した。 

 4 章では「ラテックス改質速硬コンクリート（LMFC®）を用いた早期交通開放技術」について記載した。

LMFC®の特徴を示したうえで、舗装走行実験場での試験施工では、施工性の確認及び荷重車走行による供用

性調査及びオーバーレイ舗装を想定した付着性能について検討した結果を示した。 
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2.3 1DAY PAVEの課題改善に向けた事前検討2 -コンクリート表面のテクスチャとすべり抵抗の関係- 

2.3.1 既往の研究 4) 

(1) はじめに 

タイヤのすべりは、路面とタイヤの間の水の存在が強く影響する。タイヤにより圧力を加えられた水は、

比較的大きな凹部へ移動し、タイヤと路面が接触する。その接触部では摩擦が働く。すなわち、図-2.3.1に

示すように、路面に存在する水膜の排除機構には主にマクロテクスチャ（路面波長 0.5~50 ㎜）が寄与し、

摩擦機構には主にマイクロテクスチャ（路面波長 0.5mm 未満）が寄与しているものと考えられている 5),6),7)。

これらのテクスチャは、粗面仕上げを行うタイミングや使用するほうき、コンクリートの配合などによって

異なると考えられる。ここでは粗面仕上げによるテクスチャとすべり抵抗性の関係について、特にマイクロ

テクスチャに着目した実験的検討を行い、テクスチャとすべり抵抗性との関係とマイクロテクスチャの測定

方法について述べる。 

(2) 試験方法の概要 

1) 路面テクスチャの測定方法 

本検討では、マクロおよびマイクロのテクスチャの定量化のため、光切断法による非接触 3 次元測定機を

使用した。光切断法は、図-2.3.2に示すように、測定対象物にスリット光を照射し、対象物の凹凸に応じて

歪んだ反射光を、画像解析により評価することでテクスチャを定量化する方法である。非接触であること、

測定画像を連結することで広範囲の測定ができる等の特徴がある。本検討における測定条件は、レンズ倍率

を 12 倍とし、測定領域を 50×50mm とした。この測定条件による測定間隔は走査する XY 方向で 

24μm、高さ（Z 方向）の表示分解能は 0.1μm8)である。 

2) 路面テクスチャの評価方法 

路面のテクスチャの粗さを示す指標として、下記に示す面の算術平均高さ Sa（ISO 25178 準拠）を算出

した。Sa は、プロファイルの平均高さを基準に凸部および凹部の体積を足し合わせ、その体積を測定領域の

面積で割った数値であり、高さとして示される指標であり、式（2.3.1）のように表現できる。 

                      
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式（2.3.1） 

       ここで 

 

図-2.3.1 テクスチャ分類の概念図 
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表-2.4.3 主な試験結果 

配合 
現着時のフレッシュ性状 曲げ強度(N/mm2) 

スランプ(cm) 空気量(％) 材齢 24 時間 
（現場養生） 

材齢 7 日 
（標準養生） 

No1 14.5 3.8 4.68 8.24 

No2 13.5 3.8 4.59 8.34 

 

(2)コンクリートの打設および締固め、平たん仕上げ、こて仕上げ方法 

 コンクリートの施工方法は人力施工とした。荷下ろしは、アジテータトラックの筒先より直接行った。荷

下ろしされたコンクリートはスコップおよびバックホウにより敷均しされ、フレキシブルバイブレータによ

り締め固められた。平たん仕上げは簡易フィニッシャを用いて実施した。その後一部のコンクリートは仕上

げ補助剤を散布し、こて仕上げを実施した。 

(3)粗面仕上げおよび養生方法 

 粗面仕上げ方法は、配合 No1 および No2 ともに、表-2.4.4に示す 4 種類の方法で行った。その区割りは

図-2.4.2に示すとおりである。こて仕上げ後の粗面仕上げの時期は、2.2.事前検討1で行った N 式貫入試

験および鉄球落下試験結果により定めた。これら試験は、コンクリート版の打設と同時に作製した、縦横が

390mm×550mm、深さ 140mm のプラスチック製コンテナを型枠としたコンクリート供試体を用いて実施

した。また、粗面仕上げ時に使用したほうきは 2.2.事前検討1と同一の材質で、幅約 1.0m のものとした。

粗面仕上げ方法の主な手順を以下に記す。 

標準工法は、仕上げ補助剤を用いなかった。粗面仕上げの時期は、「適切」とし、粗面仕上げ後、被膜養生

剤をメーカ規定量散布した。その後表面がある程度硬化したことを確認し、ビニルシートを敷設した。 

骨材露出工法のほうき目を入れる時期も標準工法と同様に、「適切」とした。粗面仕上げ後、骨材露出のた

めに凝結遅延剤マスターポゾリス No.89（BASF 社製）を 190mL/m2散布し、ビニルシートを敷設した。 
提案工法 1 はほうきによる粗面仕上げの施工時期を「適切」に、提案工法 2 は「遅め」とした。その具体

的な評価方法とその基準値は表-2.4.4に示した。この基準値に従い粗面仕上げを行った後、表面がある程度

硬化したことを確認し、水分の逸散を防止するためにビニルシートを敷設した。 

ビニルシートを全面に敷設した上に、スポンジタイプの養生マットを 2 重で敷設し、さらにブルーシート

で覆った。また、骨材露出工法の箇所においては、NEXCO 試験法 235-2001「骨材露出工法における表面

硬さの測定方法」に準じて、コンクリート表面硬さを測定し、硬さが 35 に達した時点でデッキブラシを用

いて骨材を露出させた。なお、仕上げ補助剤の使用量は、いずれの場合も 2.2.事前検討1で規定した「少」

に相当する量を、散布器を用いて散布した。「少」にした理由は、それ以上撒いてもコンクリート表面を伝っ

て排水されるためである。 
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2.4.2 走行試験の概要 

 走行試験の概要は、1.3.3に示したとおりである。 
 
2.4.3 すべり抵抗性の測定方法とテクスチャの測定方法 

すべり抵抗の測定については、舗装調査・試験法便覧 9)「S021-3 回転式すべり抵抗測定器による動的摩

擦係数の測定方法」に準じ、動的摩擦係数を測定した。マクロテクスチャ測定は、S022-3「回転式きめ深さ

測定装置を用いた舗装路面のきめ深さ測定方法」に準じた。マイクロテクスチャの測定は、走行試験前の初

期値測定時にレーザ法の機材を調達できなかったため、換算輪数 8.5 万回時に、配合 No1 のみ、非走行位置

（版幅員方向縁部から 500mm の位置）からコア供試体を採取して、2.3.1に示した光切断法でマイクロテ

クスチャを測定し、初期値とみなした。 

 

2.4.4 試験結果および考察 

(1)曲げ強度に及ぼす仕上げ補助剤の影響 

 仕上げ補助剤の使用が曲げ強度に及ぼす影響を確認した。その確認試験の概要は、試験舗装と同じ規定量

の仕上げ補助剤を散布した寸法 100mm×100mm×400mm の曲げ供試体と仕上げ補助剤を使用しない供試

体とを用いて、載荷面（引張応力が発生する面）を打設底面にして曲げ強度試験を行い、曲げ強度を比較し

た。養生条件は現場養生、材齢は 27 時間である。なお、載荷面を打設底面にした以外は、JIS A 1106 の試

験方法に準じた。試験の結果を表-2.4.6に示す。本表より、仕上げ補助剤の使用は曲げ強度の低下要因にな

らないことが認められた。 

表-2.4.6 曲げ強度試験結果 
配合 仕上げ補助剤 曲げ強度（現場養生、27 時間材齢） 

配合 No1 なし 5.30N/mm2 
あり 5.46N/mm2 

配合 No2 なし 5.33N/mm2 
あり 5.62N/mm2 

 
(単位:㎜) 

図-2.4.4 測定箇所の詳細 
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2.4.6 付録 

 粗面仕上げの工法別に、コンクリート表面のテクスチャの状況を写真で示す。 

 

49kN 
換算 
輪数 

配合 No.1（かさ容積 0.6） 

 

骨材露出工法（IWP） 標準工法（OWP） 

0 万輪 

  

30 万輪 

  

82 万輪 
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49kN 
換算 

輪数 

配合 No.1（かさ容積 0.6） 

提案工法１ 

IWP OWP 

0 万輪 

  

30 万輪 

  

82 万輪 
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49kN 
換算 

輪数 

配合 No.1（かさ容積 0.6） 

提案工法 2 

IWP OWP 

0 万輪 

  

30 万輪 

  

82 万輪 
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49kN 
換算 

輪数 

配合 No.1（かさ容積 0.7） 

 

骨材露出工法（IWP） 標準工法（OWP） 

0 万輪 

  

30 万輪 

  

82 万輪 
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49kN 
換算 

輪数 

配合 No.1（かさ容積 0.7） 

提案工法１ 

IWP OWP 

0 万輪 

  

30 万輪 

  

82 万輪 
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49kN 
換算 

輪数 

配合 No.1（かさ容積 0.7） 

提案工法 2 

IWP OWP 

0 万輪 

  

30 万輪 

  

82 万輪 
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2.5 粗面仕上げ方法の再検討 

2.4 舗装走行実験場での施工試験（その１）の結果、路面のすべり抵抗性を適切に確保するにはマイクロ

テクスチャを十分に形成する必要があること、その路面性状を持続させるためには適切なマクロテクスチャが

必要であることなどが分かった。一方で、いくつかの検討課題が明らかとなった。まず、形成したテクスチャ

にムラが生じており、IWP とOWP におけるすべり抵抗性が異なった。これに対しては、粗面仕上げの方法や

使用するほうきの再検討を行った。次に、養生剤を散布した路面では、その後の養生によって形成したテクス

チャが潰され、適切なすべり抵抗性を確保できなかった。そこで、養生方法について再検討を行った。 

 

2.5.1 実験概要 

舗装走行実験場での施工試験にあたり試練りを行い、コンクリートのフレッシュ性状や仕上げ性を確認す

ることとした。また、粗面仕上げに使用するほうき、仕上げ時期などを確認した。型枠の内寸は、幅 800mm×

高さ 70mm×長さ 1.6m とし、型枠内に打設した 1DAY PAVE を 4 区画に分けて、各区画で仕上げ時期など

を適宜変更した。なお、仕上げ時期におけるコンクリート表面の硬さは、鉄球落下試験（図-2.2.1）によっ

て評価した。 

(1) コンクリートの配合 

コンクリートは、2.4 舗装走行実験場での施工試験（その１）と同一の工場における製造が出来なかっ

たため、廣瀬建材株式会社において製造した。水セメント比（W/C）、目標スランプおよび空気量は前回と

同様とし、W/C を 35%、目標スランプを 15±2.5cm および目標空気量を 4.5±1.5%とした。粗骨材のかさ容

積の指定は行わず、当該工場における出荷実績をもととした。主な使用材料を表-2.5.1に、コンクリート

の配合を表-2.5.2に示す。 

表-2.5.1 主な使用材料 

材料 記号 種類 

セメント C 早強ポルトランドセメント（密度：3.13g/cm3） 

細骨材 S 茨城県行方市産山砂・神栖市産川砂 混合砂（3:7）（表乾密度：2.60g/cm3）

粗骨材 G 茨城県つくば市産砕石 2005（表乾密度：2.67g/cm3） 

水 W 地下水 

混和剤 SP 高性能 AE 減水剤 SF500S 

 

(2) コンクリートの打設から粗面仕上げまでの作業工程 

打設から粗面仕上げまでの作業工程を写真-2.5.1に示す。アジテータトラックより荷降ろしたコンクリー

表-2.5.2 コンクリートの配合 

W/C 
（％） 

粗骨材かさ容積 
（m3/m3） 

s/a 
（％） 

単位量（kg/m3） 
W C S G SP 

35 0.64 39.0 165 471 649 1041 Cx0.80％ 
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トは、手押し車を使用して運搬し、打設後にスコップを使用して敷きならした。振動バイブレータで締め固

めた後、アルミスクリードで平たん仕上げを行い、さらにこて仕上げを行った。打設を完了した後、適宜、

鉄球落下試験と指触により、コンクリートの表層の硬さを確認した。表層の硬さが変化したことを判断し、

粗面仕上げを行った。 

 

(1) 打設 

 

⇒ (2) 締固め 

 

⇒ (3) 平たん仕上げ 

 

⇒ 

(4) こて仕上げ 

 

⇒ (5) 鉄球落下試験 

 

⇒ (6) 粗面仕上げ 

 

 

写真-2.5.1 打設から粗面仕上げまでの作業工程 

(3) 使用したほうきおよび各区画の仕上げ方法 

2.4 舗装走行実験場での施工試験（その１）において使用したほうきは穂列が薄い（写真-2.3.1）ため、

穂先に付着したペーストがテクスチャ形成を阻害してしまい、幅員 5m の路面をほうきで引ききることができ

なかったと考えられる。そのため、ほうきの引き始めである IWP 側に比べて、引き終わりの OWP 側ではテ

クスチャの性状が良くなかった。そこで、穂列の幅が厚い（前後方向に厚い）ほうきを使用することとし、ま

た、特製のほうきではなく市販されているほうきを使用することとした。本検討では、写真-2.5.2と写真-2.5.3

に示す 2 種類のほうきを使用した。どちらもナイロン製だが、ほうき（１）の穂丈が 10cm に対して、ほうき

（２）は 15cm の穂丈である。また、ほうき（１）は、形状の異なる 2 種類の穂を混合している。 

前回、テクスチャにムラが生じたため、粗面仕上げの方法について検討を行った。前回は、作業台の上か

ら人力で荷重を加えてほうきを引いたが、作業台の移動などによって荷重を一定とすることが難しかった。

そこで今回は、写真-2.5.4に示すように、ほうきの柄を伸ばしてほうきを引く動作のみで仕上げることとし、

荷重はほうきの自重とした。もし、ほうきのみの自重で荷重が足りない場合は、ほうきに錘をのせて荷重を

加えることとした。 

粗面仕上げを行う時期は、表層の硬さを判断しながら適宜定め、各区間の仕上げ状況は図-2.5.1に示すと

おりとなった。区画 2 と区間 3 は、粗面の仕上げ時期が異なる。その他の区画では、表層が硬くなりほうき

目が付き難い場合の対応として、散水と再こて仕上げを行うことやほうきの荷重を増やすことを試みた。ほ

うき（２）の区画 1 は、参考としてこて仕上げのみの路面を形成した。 
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写真-2.5.2 ほうき（１）穂丈：短（10㎝） 

  

写真-2.5.3 ほうき（２） 穂丈：長（15cm） 

 

(1) 前回 

 

(2) 今回 

写真-2.5.4 粗面仕上げ方法 

区画1 

打設から 

2.3時間 

錘有り 

区画2 

打設から 

1時間 

錘無し 

区画3 

打設から 

1.7時間 

錘無し 

区画4 

打設から 

2.3時間 

錘無し 

再度こて 

ほうき（１）穂丈：短 

区画1 

こて仕上

げのみ 

 

区画 2 

打設から 

1時間 

錘無し 

区画3 

打設から 

1.7時間 

錘無し 

区画4 

打設から 

2.2時間 

錘無し 

再度こて 

ほうき（２）穂丈：長 

図-2.5.1 各区画の仕上げ状況 
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区画1 荷重増（錘） 

 

区画2 打設から1時間 

 

区画3 打設から1.7時間 

 

区画4 再こて仕上げ 

写真-2.5.7 ほうき（１）による粗面仕上げ状況 

 

区画1 粗面仕上げ無し 

 

区画2 打設から1時間 

 

区画3 打設から1.7時間 

 

区画4 再こて仕上げ 

写真-2.5.8 ほうき（２）による粗面仕上げ状況 
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2.6 舗装走行実験場での施工試験（その２） 

2.6.1 施工概要 

2.4 舗装走行実験場での施工試験（その１）の結果をうけ、粗面仕上げ方法および養生剤を使用した養生

方法の再検討を行った。その検討結果を、舗装走行実験場での施工試験において検証を行った。本施工試験

における主な確認事項は、再検討した方法によって、幅員 5m にわたり均一なテクスチャを形成すること、

形成したテクスチャを養生剤の散布とその後の養生によって潰さないようにすること、マイクロテクスチャ

だけでなくマクロテクスチャも適切に確保することである。 

(1) コンクリートの配合 

水セメント比（W/C）、目標スランプおよび空気量は、W/C を 35%、目標スランプを 15±2.5cm および目

標空気量を 4.5±1.5%とした。試練りの結果を受けて、表-2.6.1 に示すように、混和剤の添加量を少なくし

てスランプの調整を行った。生コンクリートの受入時のフレッシュ性状は、表-2.6.2に示すように、スラン

プが 16.5cm、空気量が 4.7%であり目標値を満足した。 

 

 

 

表-2.6.2 コンクリートのフレッシュ性状 

現着時のフレッシュ性状 

スランプ(cm) 空気量(％) 

16.5 4.7 
 

 

写真-2.6.1 スランプ試験結果 

(2) コンクリートの打設および締固め、平たん仕上げ、こて仕上げ方法 

コンクリートの打設などは、人力施工で行った。アジテータトラックの筒先から打設箇所へ、直接コンク

リートを打設し、フレキシブルバイブレータで締固めを行った。その後、スクリードおよびこてを用いて、

平たん仕上げおよびこて仕上げを行った。各工程の作業状況を、図-2.6.1の施工フロー内に示す。 

(3) 粗面仕上げの方法 

試練りの結果、鉄球落下試験による鉄球接地長が 40～44mm となった時期に粗面仕上げを行うこととし、

ほうきは穂丈の長いほうき（２）（写真-2.5.3）を使用する予定であった。しかし、打設終了直後にお

表-2.6.1 コンクリートの配合 

W/C 
（％） 

粗骨材かさ容積 
（m3/m3） 

s/a 
（％） 

単位量（kg/m3） 
W C S G SP 

35 0.64 39.0 165 471 649 1041 Cx0.70％ 
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区画1 基準 IWP 

 

区画1 基準 OWP 

 

区画2 ほうき IWP 

 

区画2 ほうき OWP 

 

区画3 再こて IWP 

 

区画3 再こて OWP 

 

区画4 養生剤 IWP 

 

区画4 養生剤 OWP* 

*養生終了後の重車両の走行によるタイヤ跡 

写真-2.6.4 各区画の粗面仕上げ状況 
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(4) 養生方法 

養生は、版の保温を目的に養生マットを敷設し、その上をブルーシートで覆った。なお、区画 4 では、合

成樹脂タイプの被膜形成型養生剤を散布した後に、養生マットなどを敷設した。養生剤を散布した直後に養

生マットを敷設すると、形成したテクスチャを潰してしまう可能性がある。そのため区画 4 では、他の区画

と比較して遅い時期に、養生マットを敷設した。 

  

写真-2.6.5 養生剤の散布状況 写真-2.6.6 養生マットの敷設状況 

2.6.3 試験項目 

(1) 曲げ強度 

材齢 1、7 日において、JIS A 1106 に準拠して曲げ強度試験を実施した。100×100×400mm の角柱型枠に

コンクリートを打設し、材齢 1 日まで現場養生を行った後、脱型して標準水中養生を行った。各材齢におい

て 3 本の供試体を試験し、平均値を算出した。 

(2) すべり抵抗性 

舗装調査・試験法便覧 9)「S021-3 回転式すべり抵抗測定器による動的摩擦係数の測定方法」に準拠し、

路面のすべり抵抗性を評価した。測定箇所は、各区画の IWP および OWP とした。測定は 4 回行い、2 回目

から 4 回目までの測定値の平均値を算出した。 

(3) 路面のテクスチャ 

舗装調査・試験法便覧 9)「S022-3 回転式きめ深

さ測定装置を用いた舗装路面のきめ深さ測定方法」

に準拠し、平均プロファイル深さ MPD を測定した。

また、2.3.1(3)に示す、現場で測定可能なマイクロ

テクスチャ測定方法により、路面のテクスチャを評

価した。測定箇所は、各区画 4 箇所の、IWP および

OWP とした。測定数は各測定箇所 6 回とし、測定長

さは 200mm とした。測定結果から、2.3.1(3)に示

す方法で、マクロテクスチャとマイクロテクスチャ

による線粗さ Ra を算出した。 

 

写真-2.6.7 ラインレーザ変位計による路面テクス

チャの測定状況 
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表-2.6.4 MPDの測定結果 

区画 
MPD (mm) 

IWP OWP 

1 基準 0.43 0.42 

2 ほうき 0.40 0.41 

3 再こて 0.59 0.48 

4 養生剤 0.41 0.33 

 

表-2.6.5 マクロテクスチャおよびマイクロテクスチャによるRaの結果 

区画 

線粗さ Ra (μm) 

マクロテクスチャ 
マイクロテクスチャ 

路面波長 0.5mm 以下 

IWP OWP IWP OWP 

1 基準 572.6 328.1 11.1 12.4 

2 ほうき 392.3 369.5 6.7 8.3 

3 再こて 647.0 643.5 10.6 11.4 

4 養生剤 372.6 215.3 11.8 7.9 

 

2.6.5 まとめ 

粗面仕上げにおいて、ほうきの穂にかける荷重をほうきの自重とし、人力による動作はほうきを引くのみ

とすることで、幅員 5m の版においても均一なテクスチャを形成することができた。また、粗面仕上げを行

う適切な時期を過ぎてしまい、コンクリートが硬くなってしまった場合には、ほうきに錘をつけて荷重を増

加させることや、散水と再度のコテ仕上げを行いコンクリートの硬さを改善させることにより、テクスチャ

が形成し易くなることが分かった。養生剤を散布する場合は、散布する時期やその後の養生方法についてよ

り一層の配慮が必要となることを確認した。本施工による路面は、概ねマイクロテクスチャが形成されてお

り、またマクロテクスチャについても、前回試験と比較して適切に形成されていることを確認した。 
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試体ごとの強度のばらつきがやや大きかった。 

表-2.7.1 曲げ強度試験結果（現場養生、材齢24時間） 

配合 供試体

No 積算温度（℃・h） 供試体ごとの曲げ強度 
（N/mm2） 

曲げ強度（平均値） 
（N/mm2） 

配合 No1 
1 

748.4 
4.96 

4.68 2 4.74 
3 4.34 

配合 No2 
1 

703.7 
4.15 

4.59 2 5.18 
3 4.44 

 
(3)強度と積算温度の関係、曲げ強度の推定 

曲げ強度と積算温度の関係を求めるために、舗装走行実験場の 1DAY PAVE で用いた、セメント以外のコ

ンクリート材料（細骨材、粗骨材、混和剤）を入手し、セメント協会研究所の室内で実験を実施した。 

コンクリートの配合は、舗装走行実験場の 1DAY PAVE で使用した 2 配合のうち、単位粗骨材かさ容積が

0.6m3/m3の配合 No1 とした。室内試験においては、空気量調整のために AE 助剤の使用量を変化させたが、

そのほかの材料は表-2.4.2と同じ配合（単位量）とした。練り混ぜは容量 100L の強制 2 軸タイプのミキサ

を用いた。空練りは 30 秒、練り混ぜは 90 秒である。その結果、スランプは 18.0cm、空気量は 4.5％であっ

た。 

主な試験項目は、10×10×40cm 供試体による曲げ強度試験とし、養生温度は 10℃、20℃および 35℃と

し、試験材齢を表-2.7.2 に示すようにして積算温度を 1000℃・h 前後を密にして積算温度と曲げ強度の関

係を求めた。コンクリートの温度は、供試体の試験区間外に熱電対を埋め込み、インターバル 10 分として、

データロガーを用いて計測した。積算温度 M とコンクリート温度θの関係式を式（2.7.1）に示す。 

… 式（2.7.1） 

ここに、M：積算温度（℃・h） 

  θ：コンクリートの温度（℃） 

  t：温度θの作用する時間（h） 
表-2.7.2 試験の水準 

養生方法 材齢（時間） 概略の積算温度（℃・h） 
封緘養生、35℃ 6 270 
封緘養生、10℃ 24 480 
封緘養生、20℃ 24 720 
封緘養生、10℃ 48 960 

封緘養生、成り行き※ 24 - 
※屋外で養生した。その他、水中養生 2 日、7 日の曲げ強度試験も実施した 

また積算温度 M と曲げ強度 fbの関係については、文献 16)，17)より式（2.7.2）を用いた。 
 

… 式（2.7.2） )exp(
M
bafb

-
´=
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2.8 まとめ 

1DAY PAVE は水セメント比が通常の JIS 舗装用コンクリートに比べて小さいため、ブリーディングがほ

とんど生じない粘性の高いフレッシュコンクリートであることより、すべり抵抗性を確保するための粗面仕

上げの方法も通常の JIS 舗装用コンクリートとは異なることが考えられる。そこで、1DAY PAVE を用いた

舗装走行実験場での試験施工および走行実験等を通して、持続性を含めたすべり抵抗性の確保のために様々

な検討を行った。以下にここで得られた知見を示す。 

 
1) 骨材露出工法により仕上げた路面は、すべり抵抗性が高く、その持続性も良好であった。 

2) ほうき目仕上げによる路面のテクスチャは、使用するほうきの特性に加えて、コンクリートの硬さに

よっても仕上がりが異なる。コンクリートの硬化状況に応じて、適切な仕上げ時期がある。 

3) コンクリートの硬さの変化は、N 式貫入試験や鉄球落下試験によって評価できる可能性がある。鉄球

落下試験の方が、表層の変化をより評価していると考えられる。 

4) ほうき目仕上げは、ほうきにかける荷重をほうきの自重と錘によって調整し、人力はほうきを引く作

業のみとすることで、概ね均一なテクスチャを形成することができた。 

5) 粗面仕上げにおいて、仕上げ補助剤を使用してこて仕上げを行うことで、マイクロテクスチャが形成

し易くなり、すべり抵抗性を確保し易くなる。 

6) ほうき目仕上げの適切な仕上げ時期を過ぎてしまい、コンクリートの表層が硬くなりすぎた場合は、

仕上げ補助剤の散布と再コテ仕上げを行うことで、表層の硬さを改善して適切にテクスチャを形成す

ることができた。 

7) コンクリートが硬い場合は、剛性の高い穂や穂先の短いほうきを使用すること、また、ほうきに錘を

のせるなどして穂にかかる荷重を増加させることで、適切にテクスチャを形成できる可能性がある。 

8) ほうき目仕上げ後、養生剤散布などの養生によって、ほうき目仕上げて形成したテクスチャを潰さな

いように留意する必要がある。 

9) マイクロテクスチャが大きい方がすべり抵抗性が高いが、すべり抵抗性の持続性を得るためには適切

なマクロテクスチャも必要であると考えられる。 

10) 舗装走行実験場のコンクリート舗装に重車両を走行させた本試験では、通過輪数 30 万輪（49kN 換算

輪数）以降にすべり抵抗性の回復が確認された。 

11) 単位粗骨材かさ容積による、すべり抵抗性とその持続性への影響はほとんど認められなかった。 

12) 希塩酸により路面を処理することで、すべり抵抗性を回復させることができた。 

13) 積算温度と曲げ強度の高い相関性を確認した。両者の関係は、材齢 7 日の曲げ強度も含めて、指数関

数型の回帰曲線によって示すことができた。 

14) 積算温度と曲げ強度の関係性は、使用材料や配合によって異なることが確認された。 
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3. 速硬コンクリートを用いた早期交通開放技術 

3.1 はじめに 

速硬性混和材を使用した Facet® Concrete（以下、FC）は、材齢 6～12 時間で 24N/mm2以上の圧縮強度

を発現可能な速硬性を有するコンクリートである。専用の移動式プラントを使用せずに現場で製造可能であ

り、これまで高速道路の伸縮装置の取替えや部分補修、打替えなど既存構造物の補修を中心に適用されてき

た。 

FC は、現場で比較的簡易に製造でき、かつ早期の強度発現が期待できることから、早期交通開放が求め

られる舗装の修繕工法、特に損傷が生じた舗装の打替え工法への適用が有効であると考えられる。しかし、

現状は舗装用途での適用実績は少なく、すべり抵抗性や平坦性などの路面性状や、疲労耐久性など舗装に必

要とされる性能については不明確である。 

 そこで、コンクリート舗装の打替え工法への FC の適用性を評価することを目的に、土木研究所構内で試

験施工を行い、FC の施工性や交通開放までに必要な養生期間を確認した。また、荷重車による促進載荷試

験を実施し、車両走行による舗装の路面性状の変化を測定し耐久性を評価した。 

 
3.2 材料、工法の特徴 

3.2.1 工法の概要 

FC は材齢 6～12 時間で 24N/mm2以上の圧縮強度が得られる速硬性を有するコンクリートである。コン

クリートに速硬性混和材を混入することで、短時間での高い強度発現を可能にしている。FC の製造におい

ては、移動式バッチャープラントを必要としない点に大きな特徴がある。具体的には、通常のレディーミク

ストコンクリートを購入し、現場到着後受入れ検査した後に速硬性混和材を投入する方法や、あらかじめ速

硬性混和材を含む所定の材料が配合されたプレミックス材料（フレキシブルコンテナパック使用）を用いた

方法により製造される。FC は速硬性を有するコンクリートであるが、現場で製造することができることか

ら、作業時間を確保し易いといった利点もある。 

適用事例としては、高速道路の集中工事期間中の伸縮装置の取替えや部分補修、打替えなどの既存構造物

の補修を中心に適用されている。その他、道路修繕工事、橋梁補修工事などの早期交通開放を要する工事に

主に適用されている。 

 

3.2.2 FCの概要 

(1)使用材料および配合の一例 

 表-3.2.1 に、FC の使用材料の一例を示す。FC では、コンクリートに速硬性を付与するために、特殊カ

ルシウムアルミネート特殊硫酸塩系の速硬性混和材が使用される。また、可使時間を確保するために、オキ

シカルボン酸系の硬化時間調整剤が使用される。その他の材料は通常のレディーミクストコンクリート工場

で使用されている材料が使用可能である。 
表-3.2.2に FC の配合の一例を示す。速硬性混和材(記号：F)の使用量は、ベースコンクリート（F 混入前

のコンクリート）1m3に対して約 140kg である。  
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表-3.2.1 使用材料の一例 

材料 記号 種類 

セメント C 普通ポルトランドセメント（密度：3.16g/cm3） 

速硬性混和材 F Facet®：特殊カルシウムアルミネート特殊硫酸塩系（密度：2.93g/cm3） 

水 W 水道水 

細骨材 S 山砂（表乾密度：2.61g/cm3） 

粗骨材 G 砕石（表乾密度：2.64g/cm3） 

混和剤 Ad AE 減水剤（リグニンスルホン酸化合物とポリオールの複合体） 

硬化時間調整剤 Re オキシカルボン酸系 

 

表-3.2.2 配合の一例 

W/C 
（W/B*） 

単位量（kg/m3） 外割添加（kg/m3） 

W C S G Ad F W Re 
51.9 

（38.5*） 174 335  830  926 C×0.7% 143 10 3.35 

   ＊水結合材比を示す。 

 

(2)コンクリートの基本物性の一例 

① フレッシュ性状 

 図-3.2.1に、スランプの経時変化の一例を示す。硬化時間調整剤を適切に使用することにより、可使時間

を確保することができる。図-3.2.2に、凝結時間の一例を示す。可使時間を 120 分程度確保した場合には、

始発：150 分、終結：170 分程度である。 

 

   
     図-3.2.1 スランプの経時変化の一例       図-3.2.2 凝結時間の一例 
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② 硬化性状 

図-3.2.3 に、圧縮強度の一例を示す。圧縮強度は材齢 6 時間で 24N/mm2以上が得られており、材齢 28

日では 70N/mm2程度の結果が得られている。図-3.2.4に、曲げ強度の一例を示す。可使時間を 120 分程度

確確保した場合は材齢 6 時間では 3N/mm2程度、材齢 28 日では 7N/mm2 程度の結果が得られている。図

-3.2.5に圧縮強度と静弾性係数の関係の一例を示す。図中の線は 2017 年土木学会コンクリート標準示方書

【設計編】1)に示されている設計値の値である。圧縮強度と静弾性係数の関係は普通コンクリートの場合の

関係と同程度である。 

  

図-3.2.3 圧縮強度の一例            図-3.2.4 曲げ強度の一例 

 

図-3.2.5 圧縮強度と静弾性係数の関係の一例 

 
③ 耐久性 

図-3.2.6 に乾燥収縮ひずみの一例を示す。乾燥収縮ひずみは材齢 6 ヶ月後で 470×10-6 程度である。図

-3.2.7 に凍結融解抵抗性の一例を示す。凍結融解抵抗性は 300 サイクル経過後も相対動弾性係数で 80％以

上確保されている。図-3.2.8 に塩分浸透深さの一例を示す。塩分浸透深さは JSCE-G572-2007 に準拠し、

浸漬 4、13 および 26 週において硝酸銀噴霧法で浸透深さを測定したものである。材齢 26 週後の塩分浸透深

さ 6mm 程度である。なお，図中の PL は表-3.2.2に示す速硬性混和材を混和する前のベースコンクリート

（普通コンクリート）の結果である。 
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図-3.2.6 乾燥収縮ひずみの一例        図-3.2.7 凍結融解抵抗性の一例 

 

 
  図-3.2.8 塩分浸透深さの一例 

 
(3)コンクリートの製造方法 

FC は 3 種類の製造方法があることから、その 3 種類について示す。 

① アジテータ車混和方法 

 図-3.2.9にアジテータ車混和方式の方法例を示す。通常のレディーミクストコンクリートを購入し、現場

到着後受入れ検査した後に、図-3.2.9に示すように直接アジテータ車に硬化時間調整剤・速硬性混和材を投

入し、速硬コンクリートを製造する方法である。 
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(2)施工時間 

 規制時間などの目安として本工法の施工時間の例を表-3.2.3 に示す。FC は、通常のコンクリート舗装と

同様の施工方法で、短時間に交通開放強度が得られる特徴を有する。交通開放までに要する時間は 21.5 時間

程度であり､一般的なコンクリート材料の養生時間と比較した場合､早強コンクリートと比較しても大幅に規

制時間を短縮できる可能性がある。なお、打換え面積は 50ｍ2（厚さ 250mm、無筋）として算出しており、

実際の施工では、数量や現場条件などを考慮してタイムスケジュールを計画する必要がある。 

表-3.2.3 交通開放までに要する時間の例 

工種 細目 
所要時間（時間） 

FC 普通コンクリート 早強コンクリート 

撤去工 既設舗装版 3 

路床・路盤工 路床・路盤整正 1 

準備工 
プライムコート 0.5 

型枠設置 1 

舗装工 

打設 2 

養生 12※1 168（7 日）※2 72（3 日）※2 

目地施工 1 

復旧工 路肩など 1 

合計  21.5 177.5 81.5 
※1：表-3.3.5曲げ強度試験結果を参考に設定 

※2：配合強度の 70%以上に達する一般的な養生期間 
 

(3)施工機械 

 本工法の主な工種は、既設舗装版の撤去、路床・路盤の施工、コンクリートの打設、養生、目地の施工で

あり、現場条件を考慮した上で各工種に適した施工機械を選択する必要がある。ここでは、主要施工機械の

例を表-3.2.4 に示す。なお、FC の製造は前述のアジテータ車に速硬性混和材を投入する方法を、FC の打

込みはコンクリートポンプ車を使用することを想定している。 

表-3.2.4 主要施工機械の例 

機械名 数量 備考 

バックホウ 2 ブレーカー、バケット仕様 

転圧ローラ 1 4t コンバインドローラなど 

アジテータトラック 4 材料運搬 

クレーン 1 速硬性混和材投入用 

コンクリートポンプ車 1 打設 

高周波バイブレータ 1 締固め 

簡易フィニッシャ 1 敷きならし、締固め 
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(4)主要材料 

 表-3.2.5に、本工法における主要材料の例を示す。 

 
表-3.2.5 主要材料の例 

材料名 製造・供給 

レディーミクストコンクリート - 

速硬性混和剤 太平洋マテリアル 

凝結時間調整剤 太平洋マテリアル 

被膜養生剤 太平洋マテリアル 

先送りモルタル - 

アスファルト乳剤 - 

セメント（路盤安定処理材） - 
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3.3 舗装走行実験場での走行試験 

3.3.1 はじめに 

既存構造物の補修を中心に使用されている FC は、製造に専用の設備を必要とせず、短時間での強度発現

が期待されることから、損傷した舗装の打換えといった修繕工事に適用した場合、交通への影響を軽減でき

る可能性がある。しかし、現状では舗装に適用した事例は少なく、材料の製造、施工性、車両走行による路

面性状の変化、耐久性などの知見を得ることは重要である。そこで、土木研究所の舗装走行実験場において

試験施工を実施し、FC の施工性や交通開放までに必要な養生期間を確認した。また、荷重車による促進載

荷試験を実施し、車両走行による舗装の路面性状の変化を評価した。 

 

3.3.2 施工概要 

(1)試験施工実施期間 

 平成 28 年 10 月 31 日～平成 28 年 11 月 8 日（打設：平成 28 年 11 月 4 日） 

 
(2)施工数量 

 5m（幅員）×10m（延長）＝50m2、250mm（厚さ） 

 

(3)主要材料 

 FC の試験施工で使用した主要材料を表-3.3.1に示す。 

表-3.3.1 主要材料 

材料名 仕様 製造・供給 数量 

レディーミクストコンクリート 普通 30 12 20 N 小山レミコン 15 m3 
速硬性混和材 特殊カルシウムアルミネート

特殊硫酸塩系 
太平洋マテリアル 2250 kg 

硬化時間調整剤 オキシカルボン酸系 太平洋マテリアル － 
被膜養生剤 パラフィンエマルジョン 太平洋マテリアル － 
先送りモルタル ‐ 小山レミコン 0.5m3 
アスファルト乳剤 PK-4 日本道路 21L 
セメント（路盤安定処理材） 普通ポルトランドセメント 日本道路 － 
 
（4）コンクリート配合 

 表-3.3.2に、FC の配合を示す。 

表-3.3.2 FCの配合 

Gmax 
（mm） 

W/C 
（%） 

s/a 
（%） 

単位量（kg/m3） 外割混和剤（kg/m3） 

W C S G Ad F Re W 

20 48 44.6 165 344 793 992 3.44 150 4.94 10 
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（6）実施時間工程 

 本試験施工では各工種を数日に分けて施工したが、実際の施工は交通規制時間を考慮して連続した施工に

なる。そこで、各工種に要した施工時間を連続したものとして、実施時間工程として整理した。表-3.3.3に

実施時間工程表を示す。なお、試験施工では、目地の施工は反発硬度測定で適切な時期を判断し、FC 打設

後のシート養生は 4 時間実施した。 

実施時間工程表より、撤去工から路肩復旧まで約 13 時間で完了することがわかった。本試験施工では、

供試体の強度試験を 短で材齢 12 時間で実施しており、シート養生を 12 時間としても、21 時間程度の規

制で交通開放可能であることが確認された。 

 

表-3.3.3 実施時間工程表(FC) 

 

3.3.3 走行試験の概要 

 舗装走行実験場の舗装断面は図-1.3.2に示した通りである。下層路盤(C-40、厚さ30cm)、上層路盤（M-30、

厚さ 30cm）上に FC を版厚 25cm で敷設した。施工後、車両通行による所定の性能の経年変化を把握する

ために、荷重車による促進載荷試験を実施した。促進載荷条件は、表-1.3.2に示したとおりである。荷重車

の運転は年間（年度をまたぐ）を 4 季に分け、49kN 換算輪数で 10 万輪走行を 1 季毎に実施し、1 年間に

40 万輪走行した。荷重車の走行時期と走行回数は表-1.3.3に示したとおりであり、2016～2018 年度にかけ

て実施された促進載荷試験期間中の累積の 49kN 換算輪数は、92.4 万輪であった。 

 
  

工種 細目 8 10 12 14 16 18 20 22 24

撤去工 既設舗装版

路盤工 路床・路盤
（セメント安定処理）

プライムコート

型枠設置

打設

養生

目地施工

復旧工 路肩復旧

準備工

舗装工
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3.3.4 試験結果および考察 

(1)FCのフレッシュ性状 
 FC のフレッシュ性状試験結果を表-3.3.4 に示す。本試験施工で使用した FC のフレッシュ性状は、各項

目で目標値を満足することが確認された。 

表-3.3.4 FCのフレッシュ性状試験結果 

試験項目 測定値 目標値 

スランプ（cm） 12.5 12±3 

空気量（%） 1.9 － 

コンクリート温度（℃） 24.3 35 以下 

 
(2)FCの圧縮強度および曲げ強度 

 試験施工時に作製した供試体を用いて、硬化コンクリートの強度試験を実施した。FC の圧縮・曲げ強度

試験結果を表-3.3.5に示す。なお、材齢 24 時間までは型枠内養生とし、材齢 24 時間以降は 20℃水中養生

とした。 

FC の曲げ強度は材齢 12 時間で 4.6N/mm2と目標値の 3.5N/mm2以上を満足し、目標とする早期交通開放

性を確保していることが確認された。 

表-3.3.5 FCの圧縮・曲げ強度試験結果 

材齢 
FC 

圧縮強度（N/mm2） 曲げ強度（N/mm2） 

6 h 25.9 － 

12 h 36.3 4.6 

24 h 38.5 4.7 

7 d 48.1 － 

28 d 64.8 7.6 

目標値 － 3.5（12h） 

 

(3)施工性 

 コンクリート版の打換えを想定した本試験施工では、FC の製造から施工まで特殊な施工機械を必要とせ

ず、通常のコンクリート舗装の施工編成で完了することができた。具体的には、アジテータトラックを用い

た FC 製造やコンクリートポンプ車による圧送、簡易フィニッシャによる敷きならし、ほうき目仕上げなど、

問題なく施工することが出来た。また、端部などを鏝でならす際は､通常のコンクリートと比較して材料に粘

性があるものの､仕上げ補助剤を用いることで作業性を改善することができた。 
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(6)横断形状 
 荷重車走行に伴う摩耗によるわだち掘れへの影響を検討するため、MRP を用いてわだち掘れ量の測定を

実施した。測定位置を図-3.3.5、測定結果を表-3.3.8 および図-3.3.6 に、測定した横断形状を図-3.3.7 に

示す。 

FC 路面のわだち掘れ量は 2～4mm 程度で推移しており、初期値から顕著な変化は確認されなかった。「舗

装の維持修繕ガイドブック 2013」４）によると、わだち掘れ量による工法選定上の区分 L（わだち掘れ量 20mm

以下）に該当し、これは も軽微な損傷程度である。その中でも低い値を示していることから、FC の路面

は優れた耐摩耗性を有すると考えられる。 

(単位:㎜)           

図-3.3.5 横断形状測定位置 

表-3.3.8 わだち掘れ量測定結果 

測定位置 
わだち掘れ量（mm） 

11 万輪 21 万輪 31 万輪 51 万輪 92.4 万輪 

①  2 4 2 3 2 

②  3 4 3 2 4 
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写真-3.3.4 ひび割れ部から採取したコア 

 

表-3.3.9 FC施工時の気象条件 

日付 時間 
降水量

（mm） 
気温（℃） 湿度（%） 

平均風速

（m/s） 

大風速

（m/s） 
風向 

11 月 4 日 14 時頃 0 17.7 30 3.0 6.7 北西 
※湿度は測定値、それ以外は気象庁のデータより 
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3.3.5 初期ひび割れの発生要因と抑制策の検討 

3.3.5.1 室内試験 

(1)試験概要 

 試験施工において、コンクリートの打込み直後にひび割れの発生が確認された。この原因として、施工時

の風速等から、コンクリートの打込み後に乾燥作用を受けたことによるプラスチック収縮ひび割れによるも

のと推定された。そこで、FC の初期ひび割れ発生時における乾燥作用の影響を確認することを目的に、室

内における促進試験を実施した。 

表-3.3.10に使用材料を、表-3.3.11に FC の配合およびフレッシュ性状を示す。初期ひび割れ試験には、

図-3.3.8に示すボルトにより定着を確保した4辺拘束の鋼製型枠５)を用いた。コンクリートの打込みは、20℃、

60%RH 条件下で行い、コンクリートの打込み後、扇風機にて送風することで、乾燥の影響を再現した。な

お、コンクリートの打込みの後、金鏝仕上げを行った後に養生剤として CK を 100g/m2散布した。送風はコ

ンクリートの打込み 30 分後から開始し、送風時間は 180 分間とした。送風完了後、ひび割れ長さおよびひ

び割れ幅をクラックスケールで測定した。ひび割れの評価は、ひび割れ面積（ひび割れ長さ×幅の総和）に

より評価した。 

 
表-3.3.10 使用材料(FC) 

材料 製造者 

FC 

プレパック材料 

太平洋マテリアル㈱ 
Facet®（速硬性混和材） 

硬化時間調整剤 

養生剤 被膜養生剤、キュアキーパー®（記号：CK） 

 
表-3.3.11 配合およびフレッシュ性状(FC) 

コンク

リート

種類 

W/C 

(%) 

s/a 

(%) 

単位量(kg/m3) 
外割添加

(kg/m3) 
フレッシュ性状 

W C S G F Re 
スランプ 

(cm) 

空気量 

(%) 

FC 48.4 46.3 172 355 774 947 152 5.07 15.0 1.9 
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図-3.3.8 鋼製拘束型枠 3） 

 

(2)試験結果 

 図-3.3.9に FC のひび割れ面積を示す。風速 0m/s の場合はひび割れが生じなかったのに対し、風速 3m/s

の場合は、ひび割れの発生が確認された。一般にコンクリートは、打込み直後に急激な乾燥作用を受けた場

合に、水分逸散によりひび割れが発生する可能性が高いことがよく知られているが、FC においても同様の

傾向にあることが確認された。前述のとおり、試験施工時の気象条件は相対湿度が低く、 大風速 6.7m/s

であり、強い乾燥作用を受けていたと考えられることから、試験施工時にひび割れが発生した要因は、プラ

スチック収縮ひび割れである可能性が高いと推察された。 

 

 
    図-3.3.9 FCひび割れ面積 

 

3.3.5.2 施工試験 

(1)試験概要 

 後述の 4 章の LMFCⓇの検討において、塗布型収縮低減剤（以下、CS）の初期ひび割れ抑制効果を示して

いる。FC に適用した場合も同様の効果が期待できることから、CS の初期ひび割れ抑制効果について、屋外

にて検証試験を実施した。検証試験は、平成 31 年 3 月 8 日に実施した。コンクリートの使用材料は表-3.3.10

と、配合は表-3.3.11と同一である。また、施工は、3.3の舗装走行実験場での試験施工とおおむね同様の方
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法で実施した。図-3.3.10に施工平面図を示す。幅員 3m、延長 6m とし、FC の厚さは 20cm とした。表-3.3.12

に試験水準を示す。養生剤として、CK および CS を使用し、使用量はいずれも 100g/m2とし、金鏝仕上げ

後に散布した。また、金鏝仕上げ前の敷きならし、締固めの際に、仕上げ補助として CK を 100g/m2散布し

た。実測した施工時の環境は、9.2℃、36%RH、 大風速 3m/s 程度であり、前述の土木研究所での試験施

工時に比べて相対湿度は同程度であるものの気温は低く、 大風速も小さかった。 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.3.10 平面図 

 

表-3.3.12 試験水準 

工区 配合 
仕上げ補助剤および養生剤種類と散布量 

仕上げ補助剤 養生剤 

1 
FC CK、100g/m2 

CK、100g/m2 

2 CS、100g/m2 

 

(2)試験結果 

 工区 1、2 ともに FC の施工性は良好で、土木研究所での試験施工と同様であった。打設完了後の各工区

の状況を写真-3.3.5～3.3.7に示す。 

コンクリートの打込み後、日なたと日陰の部分で FC の硬化の程度に差があったものの CK、CS ともにい

ずれのコンクリート版においてもひび割れの発生は確認されなかった。 大風速が 3m/s 程度であり、舗装

走行実験場での試験施工時( 大風速 6.7m/s)よりも乾燥の影響が小さかったためと考えられる。CS のひび

割れ抑制効果を明確にすることはできなかったが、FC の施工においては、施工時の環境によってはプラス

チック収縮ひび割れが生じる可能性があると考えられ、水分逸散抑制等の対策を講じてひび割れ発生の防止

に努めることが望ましいと考えられた。 
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写真-3.3.5 FC打設後の全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3.3.6 工区1ほうき目仕上げ後の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3.3.7 工区2ほうき目仕上げ後の状況 

 

3.4 まとめ 

コンクリート舗装の打替え工法への FC の適用性を評価することを目的に、土木研究所構内で試験施工を

行い、施工性や必要な養生期間を確認した。また、車両通行による所定の性能の経年変化を把握するために

荷重車による促進載荷試験を実施した。得られた知見は、以下のとおりである。 



81 
 

1) FC の曲げ強度は材齢 12 時間で 4.6N/mm2となり、目標値の 3.5N/mm2以上を満足した。撤去工～路肩復

旧まで約 13 時間（養生 4 時間）で完了し、交通開放まで 12 時間の養生を実施しても 21 時間程度の規制

で交通開放可能であることが確認された。 

2) FC の施工性は、材料の製造、簡易フィニッシャを用いた敷きならしなど、特殊な機械等を必要とせず、

通常のコンクリート舗装と同様の施工編成で施工可能であった。コンクリートの供給は、コンクリート

ポンプ車での圧送が可能で、材料分離などは見られなかった。また、人力を要する箇所でも、仕上げ助

剤を使用することで良好な施工性を確保できた。 

3) 動的摩擦係数測定の結果、初期値は 0.4～0.6 程度であり、目標値の 0.3 以上を満足した。その後の荷重車

の走行にともない、動的摩擦係数は一旦低下した後に増加に転じ、調査終了時（92.4 万輪）は 0.45 程度

となった。調査期間を通じて目標値の 0.3 以上が確保され、十分なすべり抵抗性を有していることが確

認された。路面のきめ深さの測定および目視観察から、荷重車走行によるほうき目の消失など生じてい

ないと考えられた。 

4) FC路面のわだち掘れ量は2～4mm程度と極めて小さい値で推移し、初期値から顕著な変化は確認されず、

FC の路面は優れた耐摩耗性を有すると考えられた。 

5) 目視観察の結果、路面に幅 0.3mm、長さ数 cm 程度のプラスチック収縮ひび割れの発生が確認されたも

のの、その後のひび割れの増加や伸展、舗装版の角欠けなどは確認されず、今回生じたひび割れは、舗

装の構造的な性能に影響を及ぼすものではないと考えられた。 

6) 室内試験の結果、一般的なコンクリートと同様に、FC は打込み直後に乾燥作用を受けるとプラスチック

収縮ひび割れが生じる可能性があることが確認され、舗装走行実験場にて発生した初期ひび割れも同様

のものである可能性が高いと推察された。 

 
 以上の結果から、FC を用いたコンクリート舗装の打替え工法は、規制時間 21 時間程度で施工することが

可能であり、その後の供用性も良好であることが確認された。ただし、施工時の環境によっては、プラスチ

ック収縮ひび割れが生じる可能性があり、養生剤の使用や打込み後早期にシートをかけるなどの対策を講じ

て防止に努めることが望ましいと考えられた。 
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4. ラテックス改質速硬コンクリートを用いた早期交通開放技術 

4.1 はじめに 

速硬性混和材を使用したラテックス改質速硬コンクリート Latex Modified Facet® Concrete（以下、

LMFC® ）は、FC と同様に材齢 6～12 時間で 24N/mm2以上の圧縮強度を発現可能な速硬性を有するポリ

マーセメントコンクリートである。プレミックス材料（フレキシブルコンテナパック）をコンパクトミキサ

で練り混ぜることで、現場での製造が可能である。 

LMFC®の適用事例としては、橋面舗装の補修工事への適用があるが、その実績はまだ少ないのが現状で

ある。LMFC®は、現場で比較的簡易に製造が可能で、短時間での強度発現が期待できる。また、水や塩化

物イオンなどの劣化因子の浸入抵抗性が高く、コンクリートとの付着性に優れることから、早期交通開放性

および既設コンクリート舗装との一体性が求められる薄層オーバーレイ工法のような舗装の修繕工法への適

用が有効であると考えられる。一方、現状は舗装用途での適用実績は少なく、すべり抵抗性や平坦性などの

路面性状や、疲労耐久性など舗装に必要とされる性能については不明確であることが課題として挙げられる。 

 本章では、コンクリート舗装の薄層オーバーレイ工法への LMFC®の適用性を評価することを目的に検討

を行った結果を報告する。具体的には、土木研究所構内で試験施工を行い、LMFC®の施工性や交通開放ま

でに必要な養生期間を確認した。また、荷重車による促進載荷試験を実施し、車両走行による舗装の路面性

能の変化を評価した。 

 
4.2 材料、工法の特徴 

4.2.1 工法の概要 

LMFC®は速硬性混和材とラテックス改質コンクリート用混和剤を使用し、速硬性と高耐久性を併せ持っ

たポリマーセメントコンクリートである。FC と同様に材齢 6～12 時間で 24N/mm2以上の圧縮強度を得る

ことが可能である。ラテックス改質コンクリート用混和剤を使用することにより、付着特性や物質透過性の

向上、乾燥収縮ひずみの低減などが期待されるものである。製造はプレミックス材料（フレキシブルコンテ

ナパック）を用いた方法となる。 

適用事例としては、橋面舗装の補修工事への適用がある。その他、水や塩化物などの劣化因子の浸入が想

定される場所など緊急の補修工事や早期交通開放性かつ既存部材との一体性が求められるような道路修繕

工事での適用が期待されている。 

 

4.2.2 コンクリートの概要 

(1)使用材料および配合の一例 

表-4.2.1 に、LMFC®の使用材料の一例を示す。LMFC®では、コンクリートに速硬性を付与するために、

特殊カルシウムアルミネート特殊硫酸塩系の速硬性の混和材を使用し、可使時間を確保するために、オキシ

カルボン酸系の硬化時間調整剤が使用される。また、付着特性や物質透過性の向上を目的に、SBR 系のラテ

ックス改質コンクリート用混和剤が使用される。 

表-4.2.2に LMFC®の配合の一例を示す。水セメント比は 35.8％、ポリマーセメント比は 16.1％である。



83 
 

また、速硬性混和材（記号：F）の使用量は、ベースコンクリート（F 混入前のコンクリート）1m3 に対し

て約 140kg である。 
 

表-4.2.1 使用材料 

材料 記号 種類 

セメント C 普通ポルトランドセメント（密度：3.16g/cm3） 

速硬性混和材 F Facet®：特殊カルシウムアルミネートと特殊硫酸塩系（密度：2.93g/cm3） 

水 W 水道水 

細骨材 S 山砂（表乾密度：2.61g/cm3） 

粗骨材 G 砕石（表乾密度：2.64g/cm3） 

硬化時間調整剤 Re オキシカルボン酸系 

ラテックス L SBR 系（固形分 45％） 

表-4.2.2 配合 

W/C 

（W/B*１） 

P/C*2 

（P/B*3） 

単位量（㎏/m3） 外割添加（㎏/m3） 

W L C S G F Re 

35.8（25.1*１） 16.1 
（11.3） 54 120 335  830  926 143 3.35 

   ＊1：水結合材比、＊2：ポリマーセメント比、＊3：ポリマー結合材比を示す。 

 

(2)コンクリートの基本物性の一例 

①フレッシュ性状 

 図-4.2.1にスランプの経時変化の一例を示す。硬化時間調整剤を適切に使用することにより、可使時間を

確保することができる。図-4.2.2に凝結時間の一例を示す。可使時間を 120 分程度確確保した場合には、始

発：170 分、終結：185 分程度である。 

   

    図-4.2.1 スランプの経時変化の一例        図-4.2.2 凝結時間の一例 
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②硬化性状 

図-4.2.3に圧縮強度の一例を示す。圧縮強度は材齢 6 時間で 24N/mm2以上が得られており、材齢 28 日

では 65N/mm2程度の結果が得られている。図-4.2.4に曲げ強度の一例を示す。可使時間を 120 分程度確保

した場合は材齢 6 時間では 4N/mm2程度、材齢 28 日では 8N/mm2程度の結果が得られている。図-4.2.5

に圧縮強度と静弾性係数の関係の一例を示す。図中の線は 2017 年土木学会コンクリート標準示方書【設計

編】1)に示されている設計値の値である。圧縮強度と静弾性係数の関係は普通コンクリートの場合の関係よ

りもやや低い傾向にある。これはラテックスによる影響と考えられる。表-4.2.3に付着強度の一例を示す。

本結果は所定の強度が得られた W/C52％の普通コンクリートの上に LMFC®を打設し、LMFC®打設後材齢

28 日で試験を実施した結果であり、付着面の直径 φ10cm、深さ 10cm の直接一軸引張試験の結果である。

付着強度は 3 N/mm2程度得られている。 

 

  
図-4.2.3 圧縮強度の一例           図-4.2.4 曲げ強度の一例 

 

  表-4.2.3 付着強度の一例 

 No． 材齢 28 日付着強度（N/mm2） 

1 3.25 

2 3.25 

3 3.25 

4 2.87 

5 2.25 

6 3.00 

平均 2.98 

図-4.2.5 圧縮強度と静弾性係数の関係の一例          

  

  





86 
 

（3)コンクリートの製造方法 

図-4.2.10にLMFC®の製造方法を示す。LMFC®はプレミックス材料（フレキシブルコンテナパック使用）

によるコンパクトミキサでの製造方法となる。この製造方法はフレキシブルコンテナパックにあらかじめ適

正な配合量のセメント、速硬性混和材および骨材が入っており、計量などは必要としない。小規模や少量現

場への適用に優れており、使用後の清掃や洗浄も容易となる利点がある。FC と同様に、骨材は絶乾状態と

表乾状態の場合がある。 

 

 

図-4.2.10 LMFC®の製造方法 
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表-4.2.4 交通開放までに要する時間の例 

工種 細目 
所要時間（時間） 

LMFC® SFRC（早強セメント） 超早強セメント 

撤去工 既設舗装版 2 

準備工 

研掃・清掃 2 

型枠設置 0.5 

接着剤塗布 0.5 0.5※1 

舗装工 

打設 1 

養生 12※2 168（7 日）※3 48※3 

目地施工 0.5 

復旧工 路肩など 1 

合計 19.5 175.5 55.5 
※1：必要に応じて施工される 

※2：表-4.3.5曲げ強度試験結果を参考に設定 
※3：一般的な養生期間 3）4） 

 

(3)施工機械 

 本工法の主な工種は既設舗装版の撤去、打設面の研掃、コンクリートの打設、養生、目地の施工である。

現場条件を考慮した上で各工種に適した施工機械を選択する必要があるが、ここでは主要施工機械の例を表

-4.2.5に示す。 

 
表-4.2.5 主要施工機械の例 

機械名 数量 備考 

切削機 1 既設舗装版撤去 

ショットブラスト 1 研掃 

ハイウォッシャー 1 清掃 

傾胴ミキサ 1 材料混練 

タイヤショベル 1 材料運搬 

簡易フィニッシャ 1 敷きならし、締固め 
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(4)主要材料 

表-4.2.6に主要材料の例を示す。 

 

表-4.2.6 主要材料の例 

材料名 製造・供給 

プレパック材料 太平洋マテリアル 

速硬性混和材 太平洋マテリアル 

硬化時間調整剤 太平洋マテリアル 

被膜養生剤 太平洋マテリアル 

ラテックス 太平洋マテリアル 

ニッシンボンド 日進化成 
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4.3 舗装走行実験場での走行試験 

4.3.1 はじめに 

LMFC®は、FC と同様に短時間での強度発現が期待され、使用材料に由来して付着特性や物質透過性が向

上し、乾燥収縮ひずみが低減していることから、損傷したコンクリート版の切削オーバーレイなど薄層での

修繕工事に適用可能であると考えられる。現状では橋面舗装などの部分的な断面補修に適用されているもの

の、表層材料とした適用事例は少なく、材料の製造、施工性、車両走行による路面性状の変化、耐久性など

の知見を得ることは重要である。そこで、試験施工により施工性や供用性について検討することとした。具

体的には、FC と同様に土木研究所の舗装走行実験場において試験施工を行い、LMFC®の施工性や交通開放

までに必要な養生期間を確認した。また、荷重車による促進載荷試験を実施し、車両走行による舗装の路面

性能の変化を評価した。 

 

4.3.2 施工概要 

(1)試験施工実施期間 

  平成 28 年 10 月 31 日～平成 28 年 11 月 8 日（打設：平成 28 年 11 月 4 日） 

 

(2)施工数量 

 5m（幅員）×10m（延長）＝50m2、50mm（厚さ） 

 
(3)主要材料 

 LMFC®の試験施工で使用した主要材料を表-4.3.1に示す。 

 
表-4.3.1 主要材料 

材料名 仕様 製造・供給 数量 

プレパック材料 普通ポルトランドセメント、

細骨材、粗骨材混合品 

太平洋マテリアル 2.88 m3 

速硬性混和材 特殊カルシウムアルミネート

特殊硫酸塩系 

太平洋マテリアル 2250 kg 

硬化時間調整剤 オキシカルボン酸系 太平洋マテリアル － 

被膜養生剤 パラフィンエマルジョン 太平洋マテリアル － 

ラテックス SBR 系（固形分 45％） 太平洋マテリアル 324 kg 

ニッシンボンド 2 液型エポキシ樹脂系接着剤 日進化成 11.2 kg 
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(4)コンクリート配合 

 LMFC®の配合を表-4.3.2に示す。 

表-4.3.2 LMFC®の配合 

Gmax 
（mm） 

W/C 
（%） 

s/a 
（%） 

単位量（kg/m3） 外割混和剤（kg/m3） 

W C S G L F Re 

20 35.9 40.5 51 340 742 1167 111 154 2.47 
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（6）実施時間工程 

LMFC®の実施時間工程を表-4.3.3に示す。前章と同様に、本試験施工の各工種の施工時間を連続した作

業工程としてまとめたものである。 
実施時間工程より、既設舗装の切削から路肩復旧まで約 13 時間で完了することがわかった。また、目地

の施工は反発硬度測定で適切な時期を判断し、LMFC®打設後のシート養生は 4 時間実施した。本試験施工

では、供試体の強度試験を 短で材齢 12 時間（表-4.3.5）で実施しており、シート養生を 12 時間としても、

21 時間程度の規制で交通開放可能であることがわかった。 
 

表-4.3.3 LMFC 実施時間工程表 

 

 

4.3.3 走行試験の概要 

 試験走行の舗装断面は、図-1.3.2 に示した通りである。上層路盤（C-40、厚さ 30cm）、アスファルト中

間層 4cm 上に設置された既設コンクリート版（厚さ 25cm）を 5cm 切削した後、LMFC®を用いた薄層オー

バーレイを実施した。施工後、車両通行による所定の性能の経年変化を把握するために、荷重車による促進

載荷試験を実施した。促進載荷条件は、表-1.3.2に示したとおりである。荷重車の運転は年間（年度をまた

ぐ）を 4 季に分け、49kN 換算輪数で 10 万輪走行を 1 季毎に実施し、1 年間に 40 万輪走行した。荷重車の

走行時期と走行回数は表-1.3.3に示したとおりであり、2016～2018 年度にかけて実施された促進載荷試験

期間中の累積の 49ｋN 換算輪数は、92.4 万輪であった。 

 
  

工種 細目 8 10 12 14 16 18 20 22 24

撤去工 既設舗装版(切削）

ショットブラスト
（300kg/2pass）

路面清掃

型枠設置

プライマー塗布

打設

養生

目地施工

復旧工 路肩復旧

舗装工

準備工
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4.3.4 試験結果および考察 

(1)コンクリートのフレッシュ性状 

 LMFC®のフレッシュ性状試験結果を表-4.3.4 に示す。本試験施工で使用した LMFC®のフレッシュ性状

は、各項目で目標値を満足することが確認された。 

 
表-4.3.4 フレッシュ性状試験結果(LMFC®) 

試験項目 測定値 目標値 

スランプ（cm） 3.5 5±1.5 

空気量（%） 2.3 － 

コンクリート温度（℃） 16.1 35 以下 

 
(2)コンクリートの圧縮強度および曲げ強度 

 試験施工時に作製した供試体を用いて、硬化コンクリートの強度試験を実施した。LMFC®の圧縮・曲げ

強度試験結果を表-4.3.5 に示す。LMFC®の曲げ強度は材齢 12 時間で 7.7N/mm2と目標値の 3.5N/mm2以

上を満足し、早期交通開放性を有することが確認された。 

 
表-4.3.5 圧縮・曲げ強度試験結果(LMFC®) 

材齢 
LMFC® 

圧縮強度（N/mm2） 曲げ強度（N/mm2） 

6 h 35.4 － 

12 h 43.5 7.7 

24 h 47.4 7.8 

7 d 61.9 － 

28 d 62.1 10.7 

目標値 － 3.5（12h） 

 

(3)施工性 

本試験施工では、材料製造に傾胴ミキサを、敷きならしや締固めに簡易フィニッシャを用いることで問題

なく実施することができた。端部など特に十分な締固めを要する箇所では、壁打ちバイブレータを用いて入

念な締固めを実施した。鏝でならす際は､材料の粘性が高くコンシステンシーも高めであったことから仕上げ

助剤を用いた。その結果､人力による作業性を確保することが出来た。  
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表-4.3.6 版端部から採取したコアの付着強度試験結果 

プ ラ

イ マ

ー 

コ ア

採 取

位置 

49kN 換算輪数 

0 輪 11 万輪 92.4 万輪 

付着強度

（N/mm2） 
破断位置 

付着強度

（N/mm2） 
破断位置 

付着強度

（N/mm2） 
破断位置 

あ
り 

① 

2.3 A 2.3 C 

2.0 C 2.1 C 1.9 D 

2.0 A 2.2 B 

② 

2.2 D 2.4 B 

0.7 B 2.0 B 2.5 B 

2.5 D 2.5 D 

③ 

1.5 A 1.8 D 

1.9 C 2.4 C 2.5 D 

2.2 A 2.0 B 

④ 

2.1 C 2.3 D 

2.0 B 2.2 D 2.2 B 

2.5 D 2.3 A 

な
し 

⑤ 

1.3 A 1.8 C 

1.6 C 1.5 C 1.5 C 

1.7 C 1.5 C 

⑥ 

1.6 C 1.2 C 

1.6 C 1.5 C 0.7 C 

1.7 C - - 

⑦ 

0.4 A 1.3 C 

1.3 E 1.9 C 1.1 C 

1.8 C 1.5 C 

⑧ 

1.6 C 2.5 C 

- - 0.9 C 0.4 C 

- - 1.7 C 
※：「―」試験不可の供試体 
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表-4.3.7 走行位置から採取したコアの付着強度試験結果 

コア採取位置 

49kN 換算輪数 

92.4 万輪 

付着強度（N/mm2） 破断位置 

OWP 

プライマー 

なし 

⑨ 
1.4 C 

1.6 C 

⑩ 1.0 C 

プライマーあり ⑪ 2.1 D 

プライマー 

なし 

⑫ 
1.2 C 

1.9 C 

⑬ 

- - 

1.1 C 

0.1 C 

IWP 

プライマー 

なし 

⑭ 
- - 

1.2 C 

⑮ 1.9 C 

プライマーあり ⑯ 1.7 D 

プライマー 

なし 

⑰ 
- - 

- - 

⑱ 

0.7 C 

0.5 C 

- - 

CL 

プライマーなし ⑲ 0.7 C 

プライマーあり ⑳ 2.0 C 

プライマーなし 
㉑ 0.7 C 

㉒ 1.5 C 
※：「―」試験不可の供試体      
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(5)すべり抵抗性 

 LMFC®供用後のすべり抵抗性を評価するため、所定回数の荷重車走行後に DF テスタを用いて動的摩擦係

数（μ60）の測定を実施した。動的摩擦係数測定位置を図-4.3.6に、結果を表-4.3.8、図-4.3.7に示す。 
LMFC®の動的摩擦係数測定の結果、初期値は約0.3～0.4程度で目標の0.25を概ね満足する結果であった。

また、測定箇所に係わらず荷重車の走行に伴い、動的摩擦係数は一時増加する傾向を示し、調査終了時では

0.45 程度であることが確認された。これは、初期養生に使用した被膜養生剤に含まれるパラフィンが荷重車

の走行に伴い消失したことや、風雨や砂塵などにより路面表面にほうき目（マクロテクスチャ）以外のミク

ロテクスチャが形成されたことに起因すると考えられる。本調査では、車両の走行に伴って動的摩擦係数が

増加し、所定のすべり抵抗性を確保できることが確認された。 

図-4.3.6 動的摩擦係数測定位置 

表-4.3.8 動的摩擦係数測定結果 

測定位置 
動的摩擦係数（μ60） 

0 輪 11 万輪 21 万輪 31 万輪 51 万輪 92.4 万輪 平均値 

OWP 
① 0.33 0.42 0.44 0.53 0.56 0.47 

0.45 
② 0.27 0.38 0.41 0.47 0.57 0.49 

IWP 
③ 0.33 0.43 0.51 0.57 0.66 0.45 

0.46 
④ 0.28 0.37 0.38 0.49 0.60 0.50 

CL ⑤ 0.38 0.43 0.44 0.49 0.58 0.50 0.47 

平均値 0.32 0.41 0.44 0.51 0.59 0.48  

 

 

 

 

 

 

(単位:mm) 
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4.3.5 初期ひび割れの発生要因と抑制策の検討 

4.3.5.1 室内試験 

(1)試験概要 

 試験施工において、コンクリートの打込み直後にひび割れの発生が確認された。この原因として、施工時

の風速等から、コンクリートの打込み後に乾燥作用を受けたことによるプラスチック収縮ひび割れによるも

のと推定された。そこで、LMFC®の初期ひび割れ発生時における乾燥作用の影響および抑制方法を確認す

ることを目的に、室内における促進試験を実施した。 

 表-4.3.12に使用材料を、表-4.3.13に配合を示す。なお、試験は、3 章の 3.3.5.1と同様の方法で実施し

た。養生剤は、被膜養生剤(CK)および塗布型収縮低減剤(CS)を使用し、CK は金鏝仕上げ前および金鏝仕上

げ後に、CS は金鏝仕上げ後に散布した。 

 

表-4.3.12 使用材料 

材料 製造者 

LMFC® 

プレパック材料 

太平洋マテリアル㈱ 

Facet®（速硬性混和材） 

ラテックス 

硬化時間調整剤 

養生剤 
被膜養生剤キュアキーパー®（以下、CK） 

塗布型収縮低減剤クラックセイバー®（以下、CS） 

 

表-4.3.13 配合およびフレッシュ性状 

コンク

リート

種類 

W/C 

(%) 

s/a 

(%) 

単位量(kg/m3) 
外割添加

(kg/m3) 
フレッシュ性状 

W C S G L F Re 
スランプ 

(cm) 

空気量 

(%) 

LMFC® 35.9 40.5 51 340 742 1167 111 154 3.21 4.5 2.0 
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(2)試験結果 

 図-4.3.12に注水からのひび割れ伸展状況の一例を示す。図には、試験時の風速を 3m/s とし、養生剤を金

鏝仕上げ前に 100g/m2散布した時の結果を示している。なお、図中の点線は始発時間（140 分）を示してい

る。ひび割れは注水から約 45 分（送風開始から 15 分）後から発生し、急激にひび割れ面積が増加した後に、

80 分程度経過した頃より伸展が緩やかになり、始発前の 120 分後以降はひび割れの伸展がみられなくなっ

た。なお、図は省略するが注水から 24 時間後においてもひび割れの伸展は確認されなかった。 

 

 

     図-4.3.12 ひび割れ伸展状況 

 

 図-4.3.13にひび割れ面積を示す。養生剤の使用量は 100g/m2としたが、金鏝仕上げ前と後の 2 回散布す

る場合の仕上げ後については 200g/m2とした。まず、養生剤無散布の場合について着目すると、風速 0m/s

の場合、ひび割れが発生しなかった一方、風速 6m/s の場合はひび割れの発生が確認された。一般にコンク

リートは、打込み直後に急激な乾燥作用を受けた場合に、水分逸散によりひび割れが発生する可能性が高い

ことがよく知られているが、LMFC®においても同様の傾向にあることが分かる。前述のとおり、試験施工

時の気象条件は相対湿度が低く、 大風速も 9.0m/s であり、強い乾燥作用を受けていたと考えられること

から、試験施工時にひび割れが発生した要因は、プラスチック収縮ひび割れである可能性が高いと推察され

る。 

CK を使用した場合は、ひび割れ面積は無散布より小さくなり、ひび割れ抑制に一定の効果を有している

ことが分かる。ひび割れ抑制効果は養生剤の散布時期により異なり、金鏝仕上げ後(図中、CK 後)より、金鏝

仕上げ前(図中、CK 前)に使用した方が、ひび割れ抑制効果が高かった。この効果は、既往の文献 8)で報告さ

れている効果と一致するものであり、仕上げ補助剤として養生剤を使用した場合にも初期ひび割れ抑制効果

が期待できることを示している。また、養生剤を金鏝仕上げ前後(図中、CK 前後)の 2 回使用した場合は風速

3m/s ではひび割れは発生せず、更にひび割れ抑制効果が高くなっていた。 

CS を使用した場合は、6m/s の環境下においてもごくわずかなひび割れが確認されたのみであり、高いひ

び割れ抑制効果を有していた。 

図-4.3.14に水分逸散量を示す。図は、金鏝仕上げ後に CK および CS を 0、100g/m2散布した時のもので
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ある。風速 6m/s の場合、風速 0m/s と比べて水分逸散量が大きくなるものの、CK およびCS を使用するこ

とで無散布よりも水分逸散量が小さくなった。水分逸散量の抑制効果は、CK より CS が大きく、このこと

はひび割れ面積の結果とも符合している。したがって、CK および CS のひび割れ抑制効果は、コンクリー

トの水分逸散の抑制によるものと考えられる。 

 

  

    図-4.3.13 ひび割れ面積 

 

  

    図-4.3.14 水分逸散量 

 

 

4.3.5.2 施工試験 

(1)試験概要 

 CS の初期ひび割れ抑制効果について、屋外にて検証試験を実施した。試験は、平成 31 年 3 月 8 日に実施

した。コンクリートの使用材料は表-4.3.12と、配合は表-4.3.13と同一である。また、施工は、4.3.2の舗

装走行実験場での試験施工とおおむね同様の方法で実施した。図-4.3.15に施工平面図を示す。幅員 3m、延

長 6m とし、基層コンクリート上に厚さ 5cm の LMFCⓇを設けた。なお、基盤コンクリートは事前に洗い出

し処理を施した。 
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表-4.3.14 に試験水準を示す。養生剤として、CK および CS を使用した。使用量はいずれも 100g/m2と

し、金鏝仕上げ後に散布した。また、金鏝仕上げ前の敷きならし、締固めの際に、仕上げ補助として CK を

200g/m2散布した。実測した施工時の環境は、10.6℃、35%RH であり、 大風速は 5m/s 程度であった。前

述の土木研究所での試験施工時に比べて湿度は同程度であるものの、気温および 大風速は若干低い値であ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.3.15 平面図および断面図 

 

表-4.3.14 試験水準 

工区. 配合 
仕上げ補助剤および養生剤種類と散布量 

仕上げ補助剤 養生剤 

1 
LMFC® CK、200g/m2 

CK、100g/m2 

2 CS、100g/m2 

 

(2)試験結果 

工区 1、2 ともに土木研究所での試験施工と比べて LMFC®のコンシステンシーは大きく、簡易フィニッシ

ャで敷きならし・締固めた後方で、表面のモルタル分が不足し粗骨材が露出している箇所が散見されたため

人力などで修正を施した。写真-4.3.6～4.3.9に、打設完了後の各工区の状況を示す。 

コンクリートの打込み終了後、CK を使用した場合は、散布後 30 分程度経過した頃に版端部付近にひび割

れの発生が確認された(写真-4.3.8)。一方、CS を散布した場合ではひび割れの発生が確認されなかった。こ

のことから、実際の施工条件においても CS が初期ひび割れ抑制効果を有していることが確認された。ただ

し、CS は凝結遅延効果を有していることから、コンクリート表層部の硬化が遅れる傾向がみられた。ほう

き目仕上げで形成される路面テクスチャの保持性や、すり減り抵抗性などについて、今後検討を行う必要が

あると考えられる。 
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写真-4.3.6  LMFC®打設後の全景 

写真-4.3.7 工区1打設後の鏝ならし状況      写真-4.3.8 ひび割れ発生状況 

写真-4.3.9 工区2初期養生剤散布後の状況 
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4.4 まとめ 
コンクリート舗装の薄層オーバーレイ工法への LMFC®の適用性を評価することを目的に、土木研究所構

内で試験施工を行い、施工性や必要な養生期間を確認した。また、車両通行による所定の性能の経年変化を

把握するために荷重車による促進載荷試験を実施した。得られた知見は、以下のとおりである。 

1) LMFC®の曲げ強度は材齢 12 時間で 7.7N/mm2となり、目標値の 3.5N/mm2以上を満足した。撤去工～路

肩復旧まで約 13 時間（養生 4 時間）で完了し、交通開放まで 12 時間の養生を実施しても 21 時間程度

の規制で交通開放可能であることが確認された。 

2) LMFC®の施工性は、材料の製造に傾胴ミキサ、敷きならしおよび締固めに簡易フィニッシャを使用する

ことで問題なく施工することが出来た。また、人力および端部の施工は、バイブレータと仕上げ助剤を

使用することで、良好な施工性を確保することが出来た。 

3) LMFC®と既設コンクリート舗装版の付着強度は、プライマーの有無に関わらずおおむね目標とする付着

強度の 1.0N/mm2 以上を満足したものの、主として施工終点付近で一部目標を満足しない箇所も認めら

れた。簡易フィニッシャによる振動締固めに対して、コンクリートのコンシステンシーが大きく、充て

ん不良が生じたことが一因と考えられた。コンクリート版端部からの LMFC®の反りや剥離などは生じ

ておらず、おおむね LMFC®と既設コンクリートとの一体性は良好と考えられるが、付着性の更なる向

上には、施工方法に応じて適切なコンシステンシーを設定することが必要であると考えられた。 

4) 動的摩擦係数測定の結果、初期値は約 0.3～0.4 程度で、目標値の 0.3 以上を概ね満足した。その後の荷

重車の走行にともない、動的摩擦係数は増加する傾向であり、調査終了時（92.4 万輪）は 0.45 程度とな

った。調査期間を通じて目標値の 0.3 以上が確保され、十分なすべり抵抗性を有していることが確認さ

れた。路面のきめ深さの測定および目視観察から、荷重車走行によるほうき目の消失など生じていない

と考えられた。 

5) 路面のわだち掘れ量は 3～6mm 程度と極めて小さい値で推移し、初期値から顕著な変化は確認されず、

LMFC®の路面は優れた耐摩耗性を有すると考えられた。 

6) コンクリートの打込み直後に、路面に幅 0.5mm、長さ数 cm 程度のひび割れの発生が確認されたものの、

その後のひび割れの増加や伸展、舗装版の角欠けなどは確認されず、今回生じたひび割れは、舗装の構

造的な性能に影響を及ぼすものではないと考えられた。 

7) 室内試験の結果、一般的なコンクリートと同様に、LMFC®は打込み直後に乾燥作用を受けると、プラス

チック収縮ひび割れが生じる可能性があることが確認され、舗装走行実験場にて発生した初期ひび割れ

も同様のものである可能性が高いと推察された。また、プラスチック収縮ひび割れの抑制方法として、

塗布型収縮低減剤の散布が有効であると考えられた。 

 
 以上の結果から、LMFC®を用いたコンクリート舗装の薄層オーバーレイ工法は、規制時間 21 時間程度で

施工することが可能であり、その後の供用性も良好であることが確認された。ただし、施工時の環境によっ

ては、プラスチック収縮ひび割れが生じる可能性があることから、養生剤の使用や打込み後早期にシートを

かけるなどの対策により防止に努めることが望ましいと考えられた。 
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5. まとめ 

 本共同研究では、コンクリート舗装の修繕時に養生期間がこれまでより短い早期交通開放可能な工法を、

より汎用的に適用することを目的に、打替え工法には「1DAYPAVE」、「速硬性コンクリート（FC）」の適用

性、薄層オーバーレイ工法には「ラテックス改質速硬コンクリート（LMFC®）」の適用性を検討した結果、

以下のことがわかった。 

 

【1DAY PAVE】 

1）1DAY PAVE の曲げ強度は材齢 24 時間で 4.2～4.6N/mm2程度を示し、目標値の 3.5N/mm2以上を満足した。 

2）荷重車走行（49kN 換算輪数 100 万輪）によるすべり抵抗性とその持続性を検討した結果、以下の知見を

得た。 

・骨材露出工法により仕上げた路面は、すべり抵抗性が高く、その持続性も良好であった。 

・単位粗骨材かさ容積による、すべり抵抗性とその持続性への影響は、現在（49kN 換算輪数 100 万輪）のと

ころほとんど認められなかった、 

3）すべり抵抗性を確保するための検討を行った結果、以下の知見を得た。 

・ほうき目仕上げによる路面のテクスチャは、使用するほうきの特性に加えて、コンクリートの硬さによっ

ても仕上がりが異なる。コンクリートの硬化状況に応じて、適切な仕上げ時期がある。 

・ほうき目仕上げは、ほうきにかける荷重をほうきの自重と錘によって調整し、人力はほうきを引く作業の

みとすることで、概ね均一なテクスチャを形成することができた。 

・粗面仕上げにおいて、仕上げ補助剤を使用してこて仕上げを行うことで、マイクロテクスチャが形成し易

くなり、すべり抵抗性を確保し易くなる。 

・ほうき目仕上げの適切な仕上げ時期を過ぎてしまい、コンクリートの表層が硬くなりすぎた場合は、仕上

げ補助剤の散布と再コテ仕上げを行うことで、表層の硬さを改善して適切にテクスチャを形成することが

できた。 

・ほうき目仕上げ後、養生剤散布などの養生によって、ほうき目仕上げで形成したテクスチャを潰さないよ

うに留意する必要がある。 

・マイクロテクスチャが大きい方がすべり抵抗性が高いが、すべり抵抗性の持続性を得るためには適切なマ

クロテクスチャも必要であると考えられる。 

 

  



113 
 

【速硬コンクリート（FC）】 

1）FC の曲げ強度は材齢 12 時間で 4.6N/mm2となり、目標値の 3.5N/mm2以上を満足した。 

2）舗装走行実験場での試験施工の結果、施工面積 50m2（幅員 5m、版の長さ 10m）の場合、撤去工～路肩復

旧まで約 13 時間（養生 4 時間）で完了し、交通開放まで 12 時間の養生を実施しても 21 時間程度の規制で

交通開放可能であることが確認された。 

3）荷重車走行（49kN 換算輪数 92.4 万輪）による供用性（すべり抵抗性、きめ深さ、わだち掘れ量）は、路

面調査の結果、良好であることを確認した。ただし、施工時の環境によっては、プラスチック収縮ひび割

れが生じることがあり、養生剤の使用や打込み後早期にシートをかけるなどの対策によりひび割れ発生の

防止に努めることが望ましいと考えられた。 

 

【ラテックス改質速硬コンクリート（LMFC®）】 

1）LMFC®の曲げ強度は材齢 12 時間で 7.7N/mm2となり、目標値の 3.5N/mm2以上を満足した。 

2）舗装走行実験場での試験施工の結果、施工面積 50m2（幅員 5m、版の長さ 10m）の場合、撤去工～路肩復

旧まで約 13 時間（シート養生 4 時間）で完了し、交通開放まで 12 時間の養生を実施しても 21 時間程度の

規制で交通開放可能であることが確認された。 

3）荷重車走行（49kN 換算輪数 92.4 万輪）による供用性（すべり抵抗性、きめ深さ、わだち掘れ量）は、路

面調査の結果、良好であることを確認した。ただし、施工時の環境によっては、プラスチック収縮ひび割

れが生じることがあり、養生剤の使用や打込み後早期にシートをかけるなどの対策によりひび割れ発生の

防止に努めることが望ましいと考えられた。 

4）LMFC®と既設コンクリート舗装版の付着強度は、プライマーの有無に関わらずおおむね目標とする付着

強度の 1.0N/mm2以上を満足しており、主として施工終点付近で一部目標を満足しない箇所も認められた

ものの、コンクリート版端部からの LMFC®の反りや剥離などは生じておらず、おおむね LMFC®と既設

コンクリートとの一体性は良好と考えられた。簡易フィニッシャによる振動締固めに対して、コンクリー

トのコンシステンシーが大きく、充てん不良が生じたことが一部でみられた付着強度低下の一因と考えら

れた。コンクリート版端部からの LMFC®の反りや剥離などは生じておらず、おおむね LMFC®と既設コ

ンクリートとの一体性は良好と考えられるが、付着性の更なる向上には、施工方法に応じて適切なコンシ

ステンシーを設定することが必要であると考えられた。 
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